
 

 

 

 

令和４年７月１１日 

 

「令和４年度 山鳥坂ダム工事事務所 ダム事業費等監理委員会」の 

審議結果について 

 

国土交通省四国地方整備局山鳥坂ダム工事事務所は、山鳥坂ダム建設事業において、適 

切な事業執行及び総合的なコスト縮減策等について専門家等の第三者からの意見・提言を 

いただくため「山鳥坂ダム工事事務所ダム事業費等監理委員会」を下記のとおり開催しま 

した。 

 

                    記 

 

１．日時：令和４年７月１１日(月) １４：００～１５：００ 

 

２．場所：大洲市立肱川風の博物館（大洲市肱川町予子林 99番地１） 

     （委員はオンライン形式で参加） 

 

３．議事内容 

 ・事務局より、山鳥坂ダム建設事業にかかる令和３年度、令和４年度の事業実施状況等を

説明し、委員から以下のようなご意見をいただいた。 

 
■山鳥坂ダム建設事業について、現時点の事業の進捗状況は把握した。 

 ■引き続き、水没地域の方々の生活再建を最優先に事業を進めること。 
■特に生活再建に不可欠である付替道路の整備は、早期に効果が発現されるよう、 
建設推進に努めること。 

■令和７年度のダム本体基礎掘削着手に向け、ダム本体の設計を進めること。 
■急峻な地形・脆弱な地質で設計・施工面において非常に厳しい現場状況であるが、 
ダム本体基礎掘削着手に向け、引き続き安全に配慮しつつ、コスト縮減及び工期 
短縮に努めること。 
 
 

本施策は、四国圏域広域地方計画「№１ 南海トラフ地震を始めとする大規模自然災害等へ

の「支国」防災力向上プロジェクト」の取組に該当します。 

 

 

問い合わせ先 

国土交通省四国地方整備局 山鳥坂ダム工事事務所 

副 所 長    柴田
し ば た

 治信
はるのぶ

  

TEL（０８９３）３４－３０００(内線２０４) 

 



 

令和４年度 

山鳥坂ダム工事事務所 ダム事業費等監理委員会 

 

 

                       日時：令和４年７月１１日（月） 

                          １４：００～ 

                          オンライン形式による開催  

 

 

 

議 事 次 第 

 

 

 

 

１．開   会 

２．挨   拶 

３．委員の紹介 

４．審 議 

○山鳥坂ダム建設事業について 

５．閉  会 

 



「山鳥坂ダム工事事務所 ダム事業費等監理委員会」規約

（名称）

第１条 本会の名称を、山鳥坂ダム工事事務所 ダム事業費等監理委員会（以下、「委員

会」という。）と称する。

（目的）

第２条 委員会は、山鳥坂ダム建設事業における適切な事業執行の観点から、コスト縮

減策やその実施状況、事業執行等について、意見・提言を行うことを目的とする。

（任務）

第３条 委員会は、次の事項について審議する。

一 コスト縮減策の具体内容

二 事業執行内容

（委員）

第４条 委員会は、別紙に掲げる委員により構成する。

２ 委員は国土交通省四国地方整備局山鳥坂ダム工事事務所長（以下「事務所長」

という。）が委嘱する。

３ 委員の任期は２年とする。ただし、委員の再任は妨げない。

４ 委員の氏名及び職業は、公表する。

（委員長）

第５条 委員会に委員長を置くこととし、委員の互選によってこれを定める。

２ 委員長は委員会を代表し、会務と進行を統括する。

３ 委員長が職務を遂行できない場合は、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。

（委員会の開催）

第６条 委員会は、委員長の要請に基づき事務所長が召集する。

２ 委員会は、原則として毎年度第１四半期に開催する。

３ 委員会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見を聴く事ができる。

４ 委員会は、原則非公開とするが、委員会の開催結果の概要については公開する。

５ 委員は、委員会で知り得た内容等の秘密を他に漏らしてはならない。委員の職

を退いた後も同様とする。

（事務局）

第７条 委員会の事務局は、国土交通省四国地方整備局山鳥坂ダム工事事務所に置く。

（雑則）

第８条 この規約に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。

附則

この規約は、令和３年１２月２０日より施行する。

資料－１



別 紙

第４条第１項の委員（五十音順・敬称略）

氏 名 職 業

青野 勝廣 松山大学 元学長（経済学博士）

葛原 健二 愛媛県 土木部長

諏訪 義雄 （国研）土木研究所 河道保全研究グループ長（工学博士）

森脇 亮 愛媛大学 教授（工学博士）



山鳥坂ダム工事事務所 ダム事業費等監理委員会

ー前回委員会での主な意見と取り組みー

令和４年７月

山鳥坂ダム工事事務所

資料－２



前回委員会での主な意見と取り組み
①ダムサイトや事業費・工期の精査を踏まえ、河川整備計画の変更等の手続きを

進めていただくとともに、早期にダム本体工事に着手できるよう適切な事業監理
に努めること。

<事業進捗状況>
○山鳥坂ダム建設予定地については、詳細な地質調査等を踏まえた

事業費・工期の精査の結果、ダムサイトを上流側に変更する。

【肱川水系河川整備計画（令和元年12月）での記載概要】

○洪水流量の低減と合わせ、流水の正常な機能の維持のために必要な流量を確保するために、山鳥坂ダム
を建設する。これにより、既設の鹿野川ダム、野村ダムと合わせて、大洲基準地点において、戦後最大
洪水規模の6,200m3/sに対し1,600m3/sの調節を行い、河道整備流量を4,600m3/sとする。

残土場

月野尾

京造

見の越

山鳥坂ダム

下敷水

敷水

菟野尾

上敷水

上嵯峨谷

下嵯峨谷

鹿野川

橡の木瀬
公共施設代替地

奥の山

上流サイト

現サイト

※基礎地盤の状況により変わることがある。

洪水調節容量

1,400万m3

平常時最高貯水位
EL.138.0m

河川環境容量

920万m3

最低水位
EL.103.0m
堆砂容量

170万m3

洪水時最高水位 EL.157.8m

総貯水容量 2,200万m3

ダムの高さ
H=96.0m 
（※）

ダム天端標高
EL. 161.0m

最低基礎標高
EL. 65.0m

予備放流水位
EL.130.9m

容量配分図
ダムサイト周辺平面図
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前回委員会での主な意見と取り組み
①ダムサイトや事業費・工期の精査を踏まえ、河川整備計画の変更等の手続きを

進めていただくとともに、早期にダム本体工事に着手できるよう適切な事業監理
に努めること。

流
域
住
民
な
ど

河川整備計画策定

肱
川
流
域
学
識
者
会
議

事業の推進

河川整備計画の点検

河川整備計画【変更案】の公表

河川整備計画【変更原案】の公表

河川整備計画【変更】

説明

意見

説明

意見
意見反映

説明

説明

意見

R3.11.26

R4.1.20

・住民説明会 ：R4.2.7,9,10
・パブリックコメント：R4.1.20-2.17
・公聴会 ：R4.2.27

・
愛
媛
県
知
事

・
流
域
市
町
長

・
関
係
省
庁 回答

協議

R3.11.26

R4.2.4

R4.4.22

【河川整備計画変更の手続き】

R4.4.28

2R4.6.22



前回委員会での主な意見と取り組み
○肱川水系河川整備計画（令和４年６月）での山鳥坂ダム建設予定位置についての記載内容

3



前回委員会での主な意見と取り組み
○肱川水系河川整備計画（令和４年６月）での山鳥坂ダム建設予定位置等についての記載内容

4



前回委員会での主な意見と取り組み
○肱川水系河川整備計画（令和４年６月）での山鳥坂ダム建設予定位置等についての記載内容

5



前回委員会での主な意見と取り組み
○肱川水系河川整備計画（令和４年６月）での山鳥坂ダム建設予定位置等についての記載内容

6



前回委員会での主な意見と取り組み
○肱川水系河川整備計画（令和４年６月）での山鳥坂ダム建設予定位置等についての記載内容

7



前回委員会での主な意見と取り組み
【事業再評価について】

②新規事業採択時評価
・新規事業の採択時において、費用対効果分析を含めた事業評価を行う。

③再評価
・事業採択後一定期間（直轄事業等は3年間、補助事業等は5年間）が経過した時点で未着工の事業、事業採択後長期間（5年間）
が経過した時点で継続中の事業、社会情勢の急激な変化、技術革新等により実施の必要が生じた事業等において再評価を行う。
必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止する。

④完了後の事後評価
・事業完了後に、事業の効果、環境への影響等の確認を行う。必要に応じて適切な改善措置を行う他、同種事業の計画・調査の

あり方等の検討に活用する。

 公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、各段階において事業評価を実施するもの。

（新規事業採択）（着工） （完了）（計画段階）

（３年未着工） （再評価実施後５年毎） （完了後５年以内）

（５年継続）

計画段階評価
新規事業

採択時評価
再 評 価

完了後の
事後評価

①計画段階評価
・地域の課題や達成すべき目標、地域の意見等を踏まえ、複数案の比較・評価を実施。
・事業の必要性及び事業内容の妥当性を検証。

R04時点

第7回肱川流域学識者会議資料 抜粋
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前回委員会での主な意見と取り組み

再評価の視点
① 事業の必要性等に関する視点
１）事業を巡る社会経済情勢等の変化
２）事業の投資効果
３）事業の進捗状況

② 事業の進捗の見込みの視点
③ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

四国地方整備局事業評価監視委員会
・大学教授、経済界、法曹界等で構成
・事業評価監視委員会による意見具申
・審議の公開等により透明性を確保
・事業評価監視委員会の意見の尊重

対応方針（原案）
・「継続」又は「中止」等
・評価結果、対応方針の決定理由等を公表

肱川流域学識者会議 （令和4年4月22日開催）

 河川整備計画策定後の計画内容の点検等のために学識経
験者等から構成される委員会等が設置されている場合は、
事業評価監視委員会に代えて当該委員会で審議を行うも
のとされており、肱川流域学識者会議にて審議を実施。

一般的な公共事業 今回の場合

以下の条件に合致する場合は省略可能
① 費用対効果分析の要因に変化が見られない場合
② 費用対効果分析を実施することが効率的でないと

判断できる場合

 再評価の視点と実施体制は以下の通り。

審議結果の報告

R04再評価は、事業費・工期の変更など省略条
件を満たさないため、重点審議とする。

肱川水系河川整備計画の変更を進めており、国土交通省所管公共事業の再評価実施要領の「第４ １(4)」の記載
より、河川整備計画の変更を行う場合には再評価の審議を実施する必要があるとともに「第３ １(5)社会経済情勢
の急激な変化、技術革新等により再評価の必要が生じた事業」に該当するものと捉え、再評価を実施。

第7回肱川流域学識者会議資料 抜粋
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前回委員会での主な意見と取り組み

項 目 細 別 全事業 残事業 摘 要

総費用

事業費[現在価値化］
1,490億円

【1,221億円】

576億円

【698億円】

便益には不特定の便益も含む

維持管理費[現在価値化] 54億円 54億円

総費用(C) 1,544億円 630億円

総便益

便益[現在価値化] 1,799億円 1,207億円

残存価値［現在価値化］ 41億円 30億円

総便益(B) 1,840億円 1,237億円

費用便益比 Ｂ／Ｃ 1.2 2.0

純現在価値 Ｂ－Ｃ 295億円 607億円

経済的内部収益率 5.4％ 14.2％

費用便益分析表（全体事業・残事業）

◆山鳥坂ダム建設事業の費用対効果算定期間

評価基準年度 令和４年度

整備期間 昭和６１年～令和１４年（４７年間)

評価対象期間 昭和６１年～令和６４年(整備期間＋整備完了後50年間)

◆事業の投資効率性

※総費用の欄の事業費【 】内の数値は、現在価値化前の事業費（消費税控除後）。 ※四捨五入の関係で内訳等が一致しない場合がある。

第7回肱川流域学識者会議資料 抜粋
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前回委員会での主な意見と取り組み 第7回肱川流域学識者会議資料 抜粋
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代替案の可能性
 治水・利水の各目的に対して、山鳥坂ダムを建設する案について、それ以外の代替案と比較したところ、最も安価

であり、山鳥坂ダムを建設する案が有利との結論は変わらないことを確認している。

治水対策案の比較 完成までに要する費用

+

河
川
整
備
計
画
の
治
水
対
策

（（築
堤
・掘
削
等
）

山鳥坂ダムの建設 約 980億円

河道の掘削 約1,470億円

河道の掘削＋引堤＋堤防のかさ上げ 約1,550億円

遊水地（掘削有り）＋引堤＋堤防のかさ上げ 約1,360億円

遊水地（掘削無し）＋河道の掘削

＋引堤＋堤防のかさ上げ
約1,490億円

遊水地（掘削無し（小））＋河道の掘削

＋引堤＋堤防のかさ上げ
約1,510億円

既設ダムかさ上げ（野村ダム）＋堤防のかさ上げ 約1,630億円

輪中堤＋樹林帯等＋宅地のかさ上げ、ピロティ建築等

＋河道の掘削＋引堤＋堤防のかさ上げ
約1,620億円

利水対策案の比較 完成までに要する費用

山鳥坂ダムの建設 約 330億円

河道外貯留施設 約1,000億円

ため池 約1,640億円

海水淡水化 約 640億円

ダム再開発（鹿野川ダムかさ上げ） 約1,530億円

ダム再開発（野村ダムかさ上げ） 約 670億円

ダム再開発（鹿野川ダムかさ上げ、野村ダムかさ上げ） 約1,240億円

ダム再開発（鹿野川ダム貯水池掘削・かさ上げ） 約2,710億円

ダム再開発（野村ダム貯水池掘削・かさ上げ） 約1,580億円

ダム再開発（鹿野川ダム貯水池掘削・かさ上げ、

野村ダム貯水池掘削・かさ上げ）
約2,770億円

山
鳥
坂
ダ
ム
の
建
設
と
比
べ
事
業
費
が
高
い
た
め
経
済
的
に
不
利

※河川整備計画において想定している目標と同程度の目標を達成することを基本とし、評価年度を令和３年度として算出



山鳥坂ダム工事事務所 ダム事業費等監理委員会

ー山鳥坂ダム建設事業ー

令和４年７月

山鳥坂ダム工事事務所

資料－３
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事業概要

2

事業の必要性（治水）

 肱川の戦後最大流量を記録した洪水は平成30年7月豪雨であり、大洲市全域で3,022戸※が浸水する等、極めて
甚大な被害が発生。

 本洪水をはじめ、近年、平成16年8月（台風16号）洪水、平成17年9月（台風14号）洪水、平成23年9月（台風15号）
洪水等で浸水被害が頻発している。

昭和18年7月24日 低気圧・前線 5,400※1

昭和20年9月18日 枕崎台風 5,000※2

昭和38年8月10日 台風9号 1,800

昭和40年9月17日 台風24号 3,100

昭和45年8月21日 台風10号 2,900

昭和51年9月11日 台風17号 2,100

昭和55年7月2日 梅雨前線 2,000

昭和57年7月24日 梅雨前線 2,000※3

昭和57年8月27日 台風13号 3,000

昭和62年7月18日 梅雨前線 3,100

昭和63年6月25日 梅雨前線・台風4号 3,100

平成元年9月19日 台風22号 2,500

平成5年7月28日 台風5号 2,800

平成5年9月4日 台風13号 2400※3

平成7年7月4日 梅雨前線 3,200

平成10年10月18日 台風10号 3,300

平成16年8月31日 台風16号 4,200

平成16年9月29日 台風21号 2,900

平成16年10月20日 台風23号 3,100

平成17年9月6日 台風14号 3,800

平成23年9月21日 台風15号 3,300

平成30年7月7日 梅雨前線 6,200

※1：氾濫計算による推計値　※2：実績水位からの推計値　※3：観測実績値（ダム調節後流量）

浸水面積 約574ha
床上浸水 69戸、床下浸水 79戸

浸水面積 約1,372ha
死者数 4名、床上浸水約 2,234戸、床下浸水 788戸

農地浸水 133ha、宅地浸水 3ha
床上浸水 2戸、床下浸水 29戸

浸水面積 約839ha
床上浸水 297戸、床下浸水 277戸

浸水面積 約266ha
床上浸水 6戸、床下浸水 38戸

浸水面積 約415ha
床上浸水 1戸、床下浸水 9戸

浸水面積 約713ha
床上浸水 145戸、床下浸水 167戸

農地浸水 72ha、宅地浸水 14ha
床上浸水 13戸、床下浸水 32戸

農地浸水 39ha、宅地浸水 1ha
床上浸水 8戸、床下浸水 38戸

農地浸水 502ha
床上浸水 3戸、床下浸水 26戸

農地浸水 267ha
床上浸水 4戸、床下浸水 25戸

農地浸水 601ha、宅地浸水 356ha
床上浸水 768戸、床下浸水 427戸

農地浸水 14ha、宅地浸水 4ha
床上浸水 1戸、床下浸水 24戸

農地浸水 310ha
床上浸水 4戸、床下浸水19戸

農地浸水 178ha、宅地浸水 3ha
床上浸水 2戸、床下浸水 16戸

農地浸水 707ha、宅地浸水 41ha
床上浸水 26戸、床下浸水 88戸

農地浸水 444ha、宅地浸水 79ha
床上浸水 16戸、床下浸水41戸

田畑浸水 1876町
死傷者数 131名、住家浸水 7477戸

浸水面積 不明
死傷者数 152名、床上浸水 7229戸、床下浸水 2686戸

農地浸水 18ha、宅地浸水 62ha
浸水家屋数 不明

田畑浸水 668ha
床上浸水 10戸、床下浸水 312戸

農地浸水 340ha、宅地浸水 540ha
床上浸水 35戸、床下浸水 245戸

年　月　日 原因
流量（m3/s)
（大洲地点）
ダム氾濫戻し

被害状況（大洲市内の被害数量）

上段：浸水面積　下段：人的被害、浸水家屋数

過去の浸水被害実績（肱川）

平成23年9月（台風15号）

平成30年7月（梅雨前線）※大洲市提供 平成17年9月（台風14号）

平成16年8月（台風16号）

※令和4年4月現在



事業概要
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事業の必要性（利水）

 平成21年は、4月から少雨傾向が続き、6月末までまとまった降雨がなく、鹿野川ダムの貯水位は、最低水位
（EL72.0ｍ）を下回り、ダム完成後50年間で最も低い水位となるEL63.14mを記録する渇水となった。この渇水によ
り鮎の遡上障害や農業用水の取水障害などが発生した。

10

15

20

25

S34～S43 S44～S53 S54～S63 H1～H10 H11～H20 H21～H29

m3/s

本郷揚水機場 溜まり水での魚救出

大洲床止めの様子 動植物の保護

旧宇和川橋

 肱川では平素の河川流量の減少が課題であり、現状では渇水時に4.3m3/s程度しか流れていない時期もあり、動
植物の生息・生育・繁殖や景観等に必要な正常流量6.5m3/s（大洲地点での冬期以外）の確保が必要である。

大洲地点の平水流量
※平水流量とは、年間185日は

これを下回らない流量

取水障害の対応



事業概要
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事業の必要性（水利用）

 肱川では多種多様な動植物が確認されているとともに、地域住民が身近に自然とふれあえる憩いの場として四季
折々で様々に利用されている。

鵜飼い 日本三大鵜飼いの一つ（長良川、三隈川、肱川）

アユ釣りカヌーツーリング

流
量

安
定

貯留制限流量

正常流量

大洲地点流況

0

ダムに貯めない

ダムから補給

ダムに貯留 自然流況

整備計画

正常流量を確保することで様々な水利用を継続できる

自然の流れの回復イメージ図
時間



事業概要（山鳥坂ダム建設事業の主な経緯）
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平成 ４年 ４月 建設事業着手

平成 ６年 ８月 特定多目的ダム法の基本計画公示（事業費 約1,070億円）

平成１３年 ５月 分水量を縮小した「見直し案」を提示

平成１４年 ５月 中予分水を除外した上で計画を再構築した「再構築計画案」を提示

平成１５年 １０月 「肱川水系河川整備基本方針」策定

平成１６年 ５月 「肱川水系河川整備計画」策定

平成１７年
４月 特定多目的ダム建設事業から直轄河川総合開発事業に移行（事業費 約850億円）

１０月 特定多目的ダム法に基づく基本計画を廃止

平成１８年 ７月 地権者協議会とダム事業に関する基本協定書を締結（用地調査の開始）

平成２０年
５月 環境影響評価手続き完了 ダム事業費等監理委員会設立（毎年実施）

７月 山鳥坂ダム・鹿野川ダム環境検討委員会設立

平成２１年

９月 用地補償基準（案）を地権者協議会が了承

１０月
国土交通大臣が平成21年度におけるダム事業の進め方について発表「当初予定していた新たな段階に入ることとなる用地
買収の着手を取りやめる事業」となる

１２月
国土交通大臣が新たな基準に沿った検証の対象とするダム事業を設定する考え方について発表
山鳥坂ダムは検証対象ダムとなる

平成２２年 ９月 国土交通大臣よりダム事業の検証に係る検討指示

平成２５年
１月 国土交通省の対応方針について「継続」決定

３月 損失補償基準に関する協定書調印式

令和元年 １２月 「肱川水系河川整備計画」変更

令和３年 １２月 「令和３年度 山鳥坂ダム工事事務所 ダム事業費等監理委員会（第２回）」にてダムサイトの変更を公表

令和４年 ６月 「肱川水系河川整備計画」変更



事業概要
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○場 所 ：愛媛県大洲市肱川町山鳥坂（肱川水系河辺川）

○目 的 ：洪水調節（肱川の洪水防御）

流水の正常な機能の維持

おおずし ひじかわちょう やまとさか ひじかわ かわべがわ

山鳥坂ダム建設予定地 山鳥坂ダム容量配分図

河辺川
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①付 替 県 道

③付 替 市 道

（愛媛県施工）
⑤県道改良区間

④ 工 事 用 道 路
（現道拡幅含む）

②一次切替道路

小田河辺大洲線
（ 現 県 道 ）

そ の 他 県 道

そ の 他 市 道
 ・  林  道  

残土処理場

湛水区域

地すべり

事業概要
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全体計画図
付替県道 L=約6.2km

付替県道（一次切替区間） L=約4.2km

付替市道 L=約1.1km



事業の進捗状況
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事業工程

R1年 R2年
2019年 2020年

計画

実績

補
償
関
連

付替県道
一次切替

二次切替

付替市道

一般補償・特殊補償

2032年

本
体
工
事
関
連

転流工(仮排水トンネル)

基礎掘削

堤体工

試験湛水

工事用道路

工 種 年 度
R3年 R4年 R5年 R6年 R7年 R14年
2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

R12年 R13年

2026年 2027年 2028年 2029年

R8年 R9年 R10年 R11年

2030年 2031年



事業の進捗状況
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ダム本体及び
関連工事

付替道路
（県道 約6.2km）
（市道 約1.1km）

用地取得
（約139ha）

家屋移転契約
（33戸）

（令和4年3月末時点）

仮排水トンネル コンクリート打設 試験湛水基礎掘削

主な経緯
H20.5 環境影響評価の手続き終了
H25.1 事業継続の決定
H25.3 用地補償基準妥結

15％（約1.1km）＜前回 12％（約0.9km）＞

100％（33戸) 

用地取得 ダム本体関連道路工事

付替県道に関する
工事用道路
（約2.6km）

72％（100.3ha）＜前回 72％（100.3ha）＞

85％（約2.2km）＜前回 85％（約2.2km）＞

ダム本体に関する
工事用道路
（約7.3km）

3％（約0.2km）＜前回 3％（約0.2km）＞
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令和４年度の主な実施内容（付替道路・工事用道路工事）
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至
河
辺

至 肱川

至 河辺

至 肱川

工事用仮橋

見の越トンネル掘削状況 菟野尾地区付替県道

新岩谷橋仮設構台・岩山掘削

至 肱川

至 河辺

下敷水残土処理場整備

付替県道

トンネル

工事用道路
（検討中含む）

横坑試掘

月野尾工事用道路

下敷水トンネル掘削状況 新入船橋橋脚基礎

掘削

工事予定箇所

橋脚基礎 橋脚基礎

令和４年４月時点



令和３年度の主な実施内容

下敷水地区工事用道路 施工中（令和元年７月） 下敷水地区工事用道路 施工中（令和４年４月）

菟野尾地区付替県道 着手前（令和３年３月） 菟野尾地区付替県道 施工中（令和４年４月）

至 河辺

至 肱川

①

②

至 肱川

至 河辺

11



令和３年度の主な実施内容
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橡の木瀬地区付替県道 施工中（令和４年４月） 敷水地区付替県道 施工中（令和４年４月）

至 河辺

至 肱川

新入船橋作業構台 施工中（令和３年１月） 新入船橋作業構台 施工中（令和４年４月）

至 河辺

至 肱川

至 肱川

至 河辺

③ ④

⑤



令和３年度の主な実施内容

13

見の越トンネル坑口（終点側） 着手前（平成29年4月） 見の越トンネル坑口（終点側） 施工中（令和4年4月）

見の越トンネル坑口

見の越トンネル坑口

下流

上鹿野川地区付替県道 施工中（令和4年4月） 月野尾工事用道路 施工中（令和4年4月）

⑥

⑦ ⑧

上流

至 肱川
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○仮排水トンネル工事においては、設計段階から突発的な湧水への対応など
施工者独自のノウハウを取り入れるＥＣＩを適用して発注し、工事着手後の現
場条件の変更等のリスクを最小限に抑える。

令和４年度の主な実施内容（仮排水トンネル）

仮排水トンネル
ダム本体工事に着手する
ために、川の流れを一時
的に迂回させる。

他ダムの事例
仮排水トンネル吐口（出口）側

仮排水トンネルのイメージ
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令和３・４年度の主な実施内容（設計等業務）
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地質調査
転流工（仮排水トンネル）設計
ダム本体設計

付替道路設計、工事用道路設計、残土処理場測量設計等



令和３・４年度の主な実施内容（環境調査・基礎調査等）
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■事業実施にむけて必要な情報を収集・整理するため、環境調査・地すべり観測・
水文水質調査・地質調査等を継続的に実施

環境調査（猛禽類）

環境調査（動物・植物）
各種自然環境について現地調査を継続的に実施し、
モニタリング・保全対策を実施

地すべり観測 孔内傾斜計を設置し継続的に観測

水理水文観測 水位・流量・雨量等を継続的に観測

地下水調査 地下水変動を継続的に観測

水質調査 水質を継続的に観測

地質調査 ダムサイト周辺の地質調査を実施

地すべり観測（孔内傾斜計観測状況） 地質調査（ボーリング調査）



コスト縮減
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付替市道の計画見直し（▲9.5億円） 新技術･新工法の活用（▲10.5億円）

■付替道路（工事用進入路を含む）に関して、設計の見直し
・構造の工夫、施工方法の工夫、新技術の活用等によりコ
スト縮減。

事例）SqCピア工法の採用

～上部工設置

③足場設置・杭頭処理②削孔根固打設 ④ブレス・水平材①導材設置 ⇒ ⇒ ⇒

①パネルセット ②削孔 ③支持杭建込・根固打設 ④上部工設置⇒ ⇒ ⇒

見直し：
SqCピア工法

現行：従来工法

• 安全性の確保と工期を短縮

残土場

月野尾

京造

見の越

山鳥坂ダム

下敷水

敷水

菟野尾

上敷水

上嵯峨谷

下嵯峨谷

橡の木瀬
公共施設代替地

■ダム貯水池上昇で洪水時にのみ一時的に水没、かつ洪水時
に利用が想定されない施設で、水没による損傷等に対し、
堰堤維持費等での実損額の補填又は災害復旧事業で対応。

■上記により、付替市道の整備延長を0.8km縮減。
※｢ダム建設の合理化に関する堰堤維持事業等の拡充制度」
(平成31年3月29日付 国水環第222号 国水治第197号)を活用する。
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コスト縮減（新入船橋）
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新工法の採用によるコスト縮減

新工法である「竹割土留工法」を採用し、切土や法面保護の費用を縮減。
今回、約11百万円のコスト縮減となることに加えて、地山の掘削面積を抑制したことにより環境に

与える影響の縮小を図る。

CASE-1；従来工法（切土＋法面保護） CASE-2；新工法（竹割土留工法）

比較

工事費；約200百万円 工事費；約189百万円

※写真は他事業の事例 ※写真は他事業の事例

採用



コスト縮減（上鹿野川第１橋）
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坑口・橋台一体化構造によるコスト縮減

橋台とトンネル坑口部を一体化することで、橋台掘削の影響が小さくなり、橋台背面の土留め工
やＡ１の橋台規模が縮小され約32百万円のコスト縮減になるとともに、施工中の現道交通の安全
性が向上する。

計画路面高

主要地方道　小田河辺大洲線

見の越トンネル

50
00

擁壁一部撤去

4000土留壁
（鉄筋挿入工）

計画路面高

11
3
00

擁壁全撤去

主要地方道　小田河辺大洲線

8000

アンカー式土留め

見の越トンネル

CASE-1；橋台前出し案 CASE-2；坑口・橋台一体化案

比較

工事費；約151百万円 工事費；約119百万円

現道 現道

坑口
坑口

橋桁橋桁

埋戻

埋戻

埋戻

採用



まとめ
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○まとめ

 令和７年度のダム本体基礎掘削着手までに、仮排水トンネルにより河辺川の流れを
迂回させる必要があるため、令和５年度に工事着手を予定。

 付替県道の一次切替についても、令和７年度のダム本体基礎掘削着手までに完成
する必要があるため、工事を確実に進捗させる。また、一次切替以外の付替道路に
ついては、試験湛水開始予定である令和１３年度までに完成させる必要があり、計
画的に工事を進める。

 令和７年度のダム本体基礎掘削着手に向け、ダム本体設計を進める。

 急峻な地形・脆弱な地質で設計・施工面において非常に厳しい現場状況であるが、
ダム本体基礎掘削着手に向け、引き続き安全に配慮しつつコスト縮減及び工期短縮
に努める。


